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研究成果の概要（和文）：　本研究では、発展途上国に進出している外資系企業がもたらすピルオーバー効果に
ついて、南アジア、とりわけバングラデシュに焦点をあて、ASEAN諸国、中央アジア諸国との比較を試みた。実
証分析に利用した主なデータは、2009-2013年の世界銀行提供の各国のビジネスサーベイ、およびADB提供の各国
産業連関表である。
　主な分析結果として、バングラデシュでは水平的効果が表れたのに対して、ASEAN、特にベトナムでは垂直的
効果のうち後方連関効果が強く作用し、中央アジア諸国ではいかなる効果も見いだせなかった。

研究成果の概要（英文）：This study focused on South Asia, especially Bangladesh, and attempted to 
compare the spillover effect of foreign companies operating in developing countries with ASEAN and 
Central Asian countries. The main data used for the empirical analysis are the business surveys of 
each country provided by the World Bank from 2009 to 2013 and the input-output tables of each 
country provided by the ADB.
The main results of the analysis were that horizontal effects were observed in Bangladesh, while 
backward linkage effects were strong among vertical effects in ASEAN, especially Vietnam, and no 
effects were found in Central Asian countries.

研究分野： 経済統計学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　研究成果は、国際会議、および海外のワークショップで報告を行い、国内外での学術雑誌4編(内3編は査読付
き)、書籍の1つの章として公刊している。
　ASEAN諸国を除く、南アジア、中央アジアなどのアジア諸国では、当該地域における外資系企業の事業活動が
緒についたばかりで、今後の経済成長が期待できる地域でもある。事業活動の効果を実証的に把握することは、
これからの日本企業の当該地域への進出、事業活動のあり様にも一定の意味を持つものと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
本研究の研究対象とする南アジア諸国、とりわけバングラデシュ、ミャンマー両国は依然とし

て政治的な不安定さを抱えながらも、海外からの投資環境が整備され始め、近年では年 5%前後
の経済成長を達成している。更に、両国合わせて 2 億近い人口を擁し、将来の日本企業にとって
有望な投資先であり、経済市場であるといえる。 
 東洋経済新報社が公表する「海外企業進出総覧 2016 年版」によれば、人口規模が 5000 万以
上のタイ、ベトナム、インドネシアなどのアセアン諸国には、日本企業の現地法人数はそれぞれ、
2,318 社、889 社、1,163 社であるのに対して、バングラデシュ、ミャンマーにはそれぞれ 26 社、
79 社を数えるにすぎない。他方、日本貿易振興会(JETRO)の調査では、両国への日本企業進出
数はそれぞれ 253 社(2017 年 7 月時点)、351 社(2017 年 5 月時点)となっている。両統計数値の
大きな違いは別として、両国の政治的安定性と投資環境の整備が進めば、労働費用の安価さを強
みとして、日本企業の投資は一層進み、両国経済に大なインパクトを及ぼすと考えられる。 
 かかる状況のもと、以下のような研究上の問いを発した。日本企業は当該地域での事業活動に
どのような潜在競争力を持ち、当該地域経済にどのようなインパクトを及ばすのだろうか？ 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、南アジア地域における日系企業製造業の潜在的な国際競争力と地域企業の

経済活動に及ぼす効果を実証分析することにあった。特に、東南アジア諸国、中央アジア諸国で
の事業活動環境と比較をしながら、外資系企業の直接投資のスピルオーバー効果を実証的に分
析を行った。 
本研究では、世界銀行が公表する南アジア各国の企業別サーベイデータと国際機関が公表す

る各国産業連関表をもとに、外資系企業の当該地域での事業活動が地元経済の競争に及ぼす影
響(水平的効果)、産業間の波及に及ぼす影響(垂直的効果)数量的に検討し、そのうえで日系企業
の競争力についての計量分析を行った。 
本研究では、次の 3 つの課題を明らかにすることを目的とした。 

(1)南アジア地域における外資系企業の事業活動は、東南アジア、中央アジアの事業活動と比較
した特徴は何か。 
(2)日本企業の南アジア地域での潜在的優位性は何か。 
(3)日本企業の当該地域での事業活動展開は地域企業に及ぼす影響は何か。 
 
 本研究の学術的独創性は、次の点にあった。 
(1)本研究課題の遂行は、ミャンマー、バングラデシュでは初めての試みである。 
(2)幾つかの東南アジア諸国、東アジア諸国では、これまでかなりの実証研究の蓄積はあるもの
の、南アジアについてはインドを除いては本格的な研究は行われていない。 
 
３．研究の方法 
(1)分析手法 
第一に、日系企業の南アジア地域への進出の可能性については、科学研究費補助金・基盤研究

(C)(研究代表者：稲葉和夫、研究期間平成23年～25年度、27～29年度)での実証分析結果(アセア
ン、中央アジア地域への直接投資の要因分析)を利用した。経済規模をはじめとする経済要因の
他に、政府の貿易投資政策、国家間の貿易投資協定、地域経済協定、各国の政治の安定度などが
直接投資の説明要因として分析した。この実証結果を利用して、日系企業の南アジア地域での直
接投資規模を推定することが可能となった。 
第二に、科学研究費補助金・基盤研究(C)(研究代表者：稲葉和夫、研究期間平成20年～22年度)

での分析で用いた手法を用いて、海外子会社企業の現地生産、現地調達活動をも含めた国際競争
力の実証を行った。 
  
(2)分析のためのデータベース 
上記研究を遂行するために、世界銀行による南アジア諸国を対象とした企業サーベイ(Business 

Environment and Enterprise Performance Surveys (BEEPS))を基本データとして用いた。世界銀行は、
2005年、2009年、2013年と3回にわたり当該諸国に対して企業実態調査を実施しており、バング
ラデシュ、ミャンマー両国で合計4,300の企業サンプルが利用が可能であった。 

 
(3)研究期間内での研究過程 
本研究計画の過程を下図に示すような(Ⅰ) 計量モデル作成のためのデータ分析、(Ⅱ) 中央

アジア諸国のデータ作成と分析、(Ⅲ) 計量モデルの構築と推定、（Ⅳ）南アジア地域における
日系企業の潜在競争力の検討、(Ⅴ)日系企業活動のスピルオーバー効果の分析の5段階に区分し、
各年度研究過程に沿った研究を遂行した。 
 2019年度では、(Ⅰ)、(Ⅱ)、2020年度では、(Ⅲ)、(Ⅳ）、そして最終年度の2021年度では(Ⅴ)



の研究を進めた。 
 
＜2019年度＞ 
 
 
 
 
 
＜2020年度＞ 
 
 
 
 
 
＜2021年度＞ 
 
 
 
 
 
 
研究自体は、2020 年度までは順調に遂行することが出来たものの、最終年度については、新

型コロナ感染拡大の影響により、国内外の学会・ワークショップでの最終報告が困難となり、研
究自体を次年度の 2022 年度まで延長せざるを得なかったが、下記の如く研究目的を達成するこ
とが出来た。 
 
４．研究成果 
 2019 年度 
 初年度の研究としては、研究計画に照らして、(Ⅰ)計量モデル作成のためのデータ分析、およ
び(Ⅱ)南アジア諸国のデータ作成と分析に焦点を絞った。その際、既にデータベースが整備され
ている東南アジア 4カ国(ベトナム、フィリピン、インドネシア、マレーシア)のスピルオーバー
効果の分析を先行的に行い研究成果を 2つの論文にまとめ、その一つは出版書籍の 1章、他の一
つは海外の査読付き雑誌に掲載されている。 
対象とする南アジア諸国のうち、バングラデシュ、ミャンマーは初めての試みということもあ

り、研究報告を兼ねて、ミャンマーには 1回(8月)、バングラデシュには 2回(11 月、2020 年 2
月)の出張を行ない、現地の外資系企業、とりわけ日系企業の事業活動状況の調査を行った。出
張の際には、当該研究を行っている研究機関（DAIKA、ミャンマー)、および大学(ダッカ大学、
バングラデシュ繊維大学)を訪問し、研究者との研究交流も合わせて行った。 
研究成果については、国内におけるセミナー、国際学会においてそれぞれ 1回、バングラデシ

ュ・ダッカの国際学会(11 月)で 1回報告を行った。 
 
 2020 年度 
 研究計画(Ⅲ)「計量モデルの構築と推定」を中心に、南アジア企業別パネルデータを作成し、
計量分析を行った。当該年度に予定をしていた南アジア諸国(バングラデシュ、ミャンマー)出張
は、新型コロナ感染拡大影響で次年度に延期を余儀なくされたが、2つの角度から研究を進めた。
第一は、従来の中央アジアの直接投資のスピルオーバー効果の分析を拡張すべく、一事例として
ウズベキスタンの産業連関表を中小企業と大企業に分割した規模別産業連関表を作成し、産業
別波及効果の分析を進めた。第二は、南アジアのうちバングラデシュを取り上げ、東南アジア諸
国の一国ベトナムとの比較で外資系企業のスピルオーバー効果の分析の分析を進めた。比較対
象国としてベトナムを取り上げた理由は次の点にある。1980 年代後半においては両国とも一人
当たりの GDP はほぼ同じ水準であったのが、30 年後においてはバングラデシュはベトナムに大
きく後れを取っており、その大きな要因として海外からの直接投資、すなわち外資系業による事
業活動の差によって表れていると考えたからである。実証分析の結果は、両国におけるスピルオ
ーバー効果には顕著な差を示した。 
前者の研究成果は、Sevara Madgazievaとの共同論文にまとめている。後者の研究については、

Atif UR Rahman との共同研究で 2021 年 3月末の国際学会において報告を行い、海外の査読付き
論文に投稿を行った。 
 
2021 年度 
研究自体は順調に進んだものの、国内外での多くの学術会議開催が延期されたため、研究活動

成果の報告において制約が生じた。そのような状況下においても、2021 年 9 月のバングラデシ
ュ・ダッカ大学で開催されたオンライン会議(The 5th International Conference on Business 
and Economics (Virtual),Dhaka(Dhaka University)にて報告(3編)、2022 年 3月横浜での国際

（Ⅵ）海外のワークショップ、および学会

での結果報告 

（Ⅴ）日系企業活動のスピルオーバー効果

の分析 

（Ⅱ）南アジア諸国のデータ作成と分析  

 

（Ⅰ）計量モデル作成のためのデータ 

   分析 

（Ⅲ）計量モデルの構築と推定 

   

（Ⅳ）南アジア地域における日系  

企業の潜在国際競争力の分析 

[ (1)] 



会議(International Conference on Economic Structures)にて報告(3編)を行うことができた。
研究実績としては、南アジアにおける外資系企業のスピルオーバー効果を他のアジア地域（ASEAN
諸国、中央アジア諸国)と比較検討した分析結果が主なもので、2 編の論文を公表した。第一は
バングラデシュの直接投資のスピルオーバー効果をベトナムのそれと比較した企業レベルの分
析である。結論としては、ベトナムでは外資系企業の製造業部門を中心として、垂直的効果の一
つである後方連関がみられるのに対して、外資系企業の浸透が限られているバングラデシュで
は、水平的効果に限定されていることが明らかとなった。研究成果は、Md.UR Rahman and Kazuo 
Inaba(2021)にて公表している。 
第二は、中央アジア諸国における分析で、東南アジア、南アジアと比較して直接投資の規模が

小さいことを反映して、いずれのスピルオーバー効果も検出されないという結果となっている。
稲葉和夫(2022)にて研究成果を公表している。 
 本研究の当初の最終年度は、2021 年度であったが、新型コロナ感染拡大に伴い、国内外での
最終研究成果報告をすることが困難であったため、2022 年度まで延長して研究を実施した。研
究の焦点であった南アジア諸国における外資系企業のスピルオーバー効果については、東南ア
ジア諸国、中央アジア諸国での事業活動を比較しながら実証的な分析を行った。その研究成果は、
バングラデシュでのスピルオーバー効果をベトナムのそれと比較した論文(2021 年 9 月 Journal 
of Economic Structures)および 2022 年名古屋学院大学紀要に公表の中央アジア諸国でのスピ
ルオーバー効果をアセアン諸国、南アジアのそれと比較した論文にあらわれている。 
 
2022 年度 
各国の産業連関表を用いてアセアン南アジア諸国の産業構造の比較研究を行い、その成果を

国際会議(2022 年)において報告し、現在査読付き雑誌 Journal of Economic Structures に論文
を投稿中である。これらの研究は、新型コロナ感染以前のデータを用いたものであって、新型コ
ロナ、およびポストコロナの状況を反映したものではない。本研究課題をより現実レベルに即し
たものとすることは今後の研究方向にとっても重要であると考え、日本国内の熊本県ではある
が、当県の産業連関表を 3 地域に区分したデータを用いて新型コロナの地域別影響分析を行い、
国際会議(2022 年)、およびオーストリア研究所(WIFO)での研究報告(2022 年 9月)を経て、2022
年 10 月 Journal of Economic Structures に研究成果として論文を掲載している。 
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